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平成１７年３月期　　個別中間財務諸表の概要                  
平成１６年１１月１５日

会 社 名　　　　　　テクノクオーツ株式会社　　　　　　登録銘柄
コード番号　　５ ２ １ ７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県      東京都
（ＵＲＬ　http://www.techno-q.com）
代   表   者　  役   職   名  取締役社長
　　　　　　　　氏　　　　名  大　室　　  赳
問い合わせ先　　責任者役職名  専務取締役 総務部長
　　　　　　　　氏　　　　名　千  葉  喜  夫　　　　　　　　　　ＴＥＬ ０３（５３５４）８１７１
決算取締役会開催日　　平成１６年１１月１５日　　　　　中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　平成―年―月―日　　　　　       単元株制度採用の有無　有（１単元 1,000株）

１．１６年９月中間期の業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）

(1) 経営成績                                                                                  （百万円未満切捨て）
売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

百万円       ％ 百万円       ％ 百万円       ％
１６年９月中間期 2,019 （9.5） 109 (－） 114 (－）
１５年９月中間期 1,843 （△8.7） △8 (－） △10 (－）
１６年３月期 3,848 74 96

中 間 (当 期) 純 利 益
1株当たり中間

(当期)純利益
百万円　　　％ 円　　銭

１６年９月中間期 54 (－） 7 02
１５年９月中間期 △72 (－） △9 23
１６年３月期 18 2 35

(注)1．期中平均株式数 16年 9月中間期 7,799,338株 15年 9月中間期 7,799,600株 16年 3月期 7,799,600株
2．会計処理の方法の変更　　　無
3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 配当状況

1株当たり
中間配当金

1株当たり
年間配当金

１６年９月中間期

１５年９月中間期

円　銭

――――

――――

円　銭

――――

――――

１６年３月期 ―――― 15    00

(3) 財政状態                                                                                 （百万円未満切捨て）
総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

１６年９月中間期

１５年９月中間期

百万円

8,685
8,483

百万円

6,335
6,330

％

72.9
74.6

円　　銭

812    40
811    59

１６年３月期 8,535 6,401 75.0 820    77
(注)1.期末発行済株式数 16年 9月中間期 7,799,000株 15年９月中間期 7,799,600株 16年 3月期 7,799,600株

2. 期末自己株式数　16年 9月中間期 1,000株  15年９月中間期 400株  16年 3月期 400株

２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

1株当たり年間配当金
売　上　高 経常利益 当期純利益

期　末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭

通 　 期 4,152 215 112 15  00 15  00
(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）14円 42銭
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後さま

ざまな要因によって予想数値と異なる場合があります。

なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の 8 ﾍﾟｰｼﾞをご参照ください。
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６.個別財務諸表等

①【中間貸借対照表】

前中間会計期間末

(平成15年９月30日)

当中間会計期間末

(平成16年９月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成16年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ流動資産

１.現金及び預金 1,228,966 869,440 1,160,486

２.受取手形 164,151 205,934 178,833

３.売掛金 980,554 1,166,802 1,171,561

４.たな卸資産 1,424,747 1,421,572 1,322,084

５.その他 ※5 153,604 297,564 209,403

貸倒引当金 △1,100 △1,400 △1,400

流動資産合計 3,950,924 46.6 3,959,915 45.6 4,040,970 47.3

Ⅱ固定資産

１.有形固定資産

(1) 建物 ※1､2 1,630,309 1,533,883 1,571,749

(2) 機械及び装置 ※1 641,681 554,231 555,505

(3) 土地 ※2､3 1,068,870 1,068,870 1,068,870

(4) 建設仮勘定 4,851 4,544 2,735

(5) その他 ※1､2 172,463 128,008 155,295

有形固定資産合計 3,518,175 41.4 3,289,537 37.9 3,354,155 39.3

２.無形固定資産 55,141 0.7 41,490 0.5 47,383 0.6

３.投資その他の資産

(1) 投資有価証券 210,446 141,583 145,864

(2) 関係会社出資金 549,961 951,460 663,139

(3) その他 ※4 292,527 396,250 379,247

貸倒引当金 △94,100 △94,300 △95,147

投資その他の資産

合計 958,836 11.3 1,394,993 16.0 1,093,105 12.8

固定資産合計 4,532,153 53.4 4,726,021 54.4 4,494,644 52.7

資産合計 8,483,078 100.0 8,685,936 100.0 8,535,614 100.0
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前中間会計期間末

(平成15年９月30日)

当中間会計期間末

(平成16年９月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成16年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ流動負債

１.支払手形 123,794 172,620 142,503

２.買掛金 86,039 124,282 128,041

３.短期借入金 ※2 614,720 1,046,740 578,296

４.未払法人税等 16,759 65,477 58,913

５.未払消費税等 ※5 23,677 ― 26,792

６.賞与引当金 100,835 121,792 119,425

７.その他 ※4 144,581 136,504 136,559

流動負債合計 1,110,408 13.1 1,667,416 19.2 1,190,530 13.9

Ⅱ固定負債

１.長期借入金 ※2 922,917 553,142 788,912

２.退職給付引当金 67,938 56,586 62,248

３.役員退職金引当金 39,946 38,420 43,878

４.その他 11,719 34,430 48,329

固定負債合計 1,042,520 12.3 682,580 7.9 943,368 11.1

負債合計 2,152,929 25.4 2,349,996 27.1 2,133,899 25.0

(資本の部)

Ⅰ資本金 829,350 9.8 829,350 9.5 829,350 9.7

Ⅱ資本剰余金

資本準備金 1,015,260 1,015,260 1,015,260

資本剰余金合計 1,015,260 11.9 1,015,260 11.7 1,015,260 11.9

Ⅲ利益剰余金

利益準備金 161,637 161,637 161,637

任意積立金 4,321,774 4,251,394 4,321,774

中間(当期)未処分
利益又は
中間未処理損失（△）

△23,727 74,816 66,694

利益剰余金合計 4,459,684 52.6 4,487,848 51.7 4,550,106 53.3

Ⅳその他有価証券

評価差額金 26,864 0.3 4,900 0.0 8,009 0.1

Ⅴ自己株式 △１,011 △0.0 △1,419 △0.0 △1,011 △0.0

資本合計 6,330,149 74.6 6,335,940 72.9 6,401,715 75.0

負債・資本合計 8,483,078 100.0 8,685,936 100.0 8,535,614 100.0
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② 【中間損益計算書】

前中間会計期間

(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円) 百分比
(％)

Ⅰ売上高 1,843,818 100.0 2,019,771 100.0 3,848,439 100.0

Ⅱ売上原価 ※４ 1,430,810 77.6 1,446,153 71.6 2,912,304 75.7

売上総利益 413,008 22.4 573,617 28.4 936,135 24.3

Ⅲ販売費及び一般管理費 ※４ 421,015 22.8 464,059 23.0 861,695 22.4

営業利益又は

営業損失(△) △8,007 △0.4 109,557 5.4 74,439 1.9

Ⅳ営業外収益 9,062 0.5 16,968 0.8 46,143 1.2

Ⅴ営業外費用 ※１ 11,261 0.6 12,390 0.6 23,971 0.6

経常利益又は

経常損失(△) △10,206 △0.5 114,135 5.6 96,612 2.5

Ⅵ特別利益 ※２ ― ― 69,312 1.8

Ⅶ特別損失 ※３ 93,608 5.1 4,727 0.2 109,952 2.8

税引前中間(当期)
純利益又は
税引前中間純損失(△)

△103,815 △5.6 109,408 5.4 55,972 1.5

法人税、住民税

及び事業税
15,000 55,500 74,000

法人税等調整額 △46,758 △31,758 △1.7 △827 54,672 2.7 △36,392 37,607 1.0

中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)

△72,057 △3.9 54,735 2.7 18,364 0.5

前期繰越利益 48,329 20,080 48,329

中間(当期)未処分
利益又は
中間未処理損失(△)

△23,727 74,816 66,694
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

前中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

前事業年度
(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

１.資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法

(評価差額は、全部資本直
入法により処理し、売却原

価は、総平均法により算定)
時価のないもの

総平均法による原価法

１.資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

同左

１.資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基

づく時価法

(評価差額は、全部資本直
入法により処理し、売却原

価は、総平均法により算定)
時価のないもの

同左

(2) たな卸資産
製品及び仕掛品

個別法に基づく原価法

なお、仕掛原材料について

は移動平均法に基づく原価法

によっております。

原材料及び貯蔵品

移動平均法に基づく原価法

(2) たな卸資産
       製品及び仕掛品

同左

原材料及び貯蔵品

同左

(2) たな卸資産
      製品及び仕掛品

同左

原材料及び貯蔵品

同左

２.固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
定率法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

ただし、平成10年４月１
日以降取得した建物(附属設
備を除く)については、定額
法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物　　　　     5～40年
機械及び装置     2～17年

２.固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
定率法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

ただし、平成10年４月１
日以降取得した建物(附属設
備を除く)については、定額
法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物　　　　    8～45年
機械及び装置    2～17年

  

２.固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
定率法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

ただし、平成10年４月１
日以降取得した建物(附属設
備を除く)については、定額
法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物　　　　   8～45年
機械及び装置   2～17年

(2) 無形固定資産
定額法によっております。

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア(自
社利用分)については、社内
における利用可能期間(５年)
に基づく定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左
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前中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

前事業年度
(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

３.引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため

一般債権については、貸倒実績

率法によっており、貸倒懸念債

権及び破産更生債権等について

は、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。

３.引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

同左

３.引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当中間会計期間末の費用負担額

を計上しております。

(2) 賞与引当金
同左

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当期の費用負担額を計上してお

ります。

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産に基づき、当中

間会計期間末において発生して

いると認められる額を費用計上

しております。

(3) 退職給付引当金
同左

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産に基づき、当期

末において発生している額を計

上しております。

(4) 役員退職金引当金
役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職金規程に基

づく中間会計期間末要支給額を

計上しております。

(4) 役員退職金引当金
同左

(4) 役員退職金引当金
役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職金規程に基

づく期末要支給額を計上してお

ります。

４.リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４.リース取引の処理方法
同左

４.リース取引の処理方法
同左

５.ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッ

ジ処理によっております。なお、

為替予約が付されている外貨建金

銭債権債務については、振当処理

を採用しております。

ヘッジ手段として為替予約を実

施しており、ヘッジ対象は外貨建

予定取引等であります。

ヘッジ取引は実需に基づいたリ

スクのみを対象とし、投機的な手

段としては行っておりません。

５.ヘッジ会計の方法
同左

５.ヘッジ会計の方法
同左

６.その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。

６.その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

６.その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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表示方法の変更

前中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

(中間貸借対照表)
前中間会計期間において投資そ

の他の資産の「その他」に含めて

表示しておりました｢関係会社出資

金｣(前中間会計期間200,000千円)に
ついては、資産総額の100分の5超
となったため、当中間会計期間よ

り区分掲記しております。

　 ―――――

追加情報

前中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

前事業年度
(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

―――――

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成
15年３月31日に公布され、平成16
年４月１日以後に開始する事業年度

より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日
企業会計基準委員会 実務対応報告
第12号）に従い法人事業税の付加
価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。

この結果、販売費及び一般管理

費が4,500千円増加し、営業利益、
経常利益及び税引前中間純利益

が、同額減少しております。

―――――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
(平成15年９月30日)

当中間会計期間末
(平成16年９月30日)

前事業年度末
(平成16年３月31日)

※１有形固定資産の減価償却累計額

2,459,406千円
※１有形固定資産の減価償却累計額

2,651,652千円
※１有形固定資産の減価償却累計額

2,551,223千円
※２資産につき担保している担保権

の明細

担保資産

※２資産につき担保している担保

権の明細

担保資産

※２資産につき担保している担保権

の明細

担保資産

建物        1,565,789千円 建物        1,466,939千円 建物        1,506,692千円

構築物         84,543千円 構築物         63,976千円 構築物         71,707千円

(有形固定資産「その他」に
含む)

(有形固定資産「その他」に
含む)

(有形固定資産「その他」に
含む)

土地          990,078千円 土地          990,078千円 土地          990,078千円

計         2,640,411千円 計         2,520,994千円 計         2,568,478千円

担保資産に対応する債務

       短期借入金    273,992千円
担保資産に対応する債務

       短期借入金    392,192千円
担保資産に対応する債務

       短期借入金    263,192千円
(１年内返済予定長期借入金
を含む)

(１年内返済予定長期借入金
を含む)

(１年内返済予定長期借入金
を含む)

       長期借入金    561,644千円        長期借入金    345,252千円        長期借入金    710,040千円
         計           835,636千円          計           737,444千円          計   973,232千円

※３過年度に取得した土地のうち国

庫補助金等による圧縮記帳額は

300,000千円であり、中間貸借
対照表計上額はこの圧縮記帳額

を控除しております。

※３過年度に取得した土地のうち国

庫補助金等による圧縮記帳額は

300,000千円であり、中間貸借
対照表計上額はこの圧縮記帳額

を控除しております。

※３過年度に取得した土地のうち国

庫補助金等による圧縮記帳額は

300,000千円であり、貸借対照
表計上額はこの圧縮記帳額を控

除しております。

※４ヘッジ手段に係る損益又は評価

差額は、純額で繰延ヘッジ損失

に計上しております。

なお、相殺前の繰延ヘッジ

損失及び繰延ヘッジ利益の総額

は次のとおりであります。

（投資その他の資産「その他」）

※４ヘッジ手段に係る損益又は評価

差額は、純額で繰延ヘッジ利益

に計上しております。

なお、相殺前の繰延ヘッジ

利益及び繰延ヘッジ損失の総額

は次のとおりであります。

（流動負債「その他」）

※４ヘッジ手段に係る損益又は評価

差額は、純額で繰延ヘッジ損失

に計上しております。

なお、相殺前の繰延ヘッジ

損失及び繰延ヘッジ利益の総額

は次のとおりであります。

（投資その他の資産「その他」）

繰延ヘッジ損失 36,953千円 繰延ヘッジ利益 27,246千円 繰延ヘッジ損失 53,738千円
繰延ヘッジ利益 25,233千円 繰延ヘッジ損失 614千円 繰延ヘッジ利益 5,408千円

差引 11,719千円 差引 26,632千円 差引 48,329千円

※５消費税等の表示方法

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、「未払消費税

等」として記載しております。

※５消費税等の表示方法

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

※５　　　 ―――――



                                            －　35　－                                      （ＴＱ）

 (中間損益計算書関係)

前中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

前事業年度
(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

※１営業外費用のうち重要なもの

支払利息            9,881千円
※１営業外費用のうち重要なもの

支払利息            9,693千円
※１営業外費用のうち重要なもの

支払利息          19,411千円

※２        ――――― ※２        ――――― ※２特別利益のうち重要なもの

    投資有価証券売却益 69,295千円

※３特別損失のうち重要なもの ※３        ――――― ※３特別損失のうち重要なもの

たな卸資産評価損 69,433千円     たな卸資産評価損 28,366千円

   関係会社株式評価損 20,628千円 たな卸資産廃棄損 49,856千円

関係会社株式評価損 20,628千円

※４減価償却実施額 ※４減価償却実施額 ※４減価償却実施額

有形固定資産 165,178千円 有形固定資産 140,192千円 有形固定資産 335,586千円

無形固定資産 7,757千円 無形固定資産 7,876千円 無形固定資産 15,515千円
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(リース取引関係)

前中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

前事業年度
(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１. リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

備品

(有形固定資産｢その他｣に含む)
取得価額相当額        6,600千円
減価償却累計額相当額 1,980千円
中間期末残高相当額    4,620千円

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１. リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

機械及び装置

取得価額相当額　　  6,380千円
減価償却累計額相当    841千円
中間期末残高相当額  5,538千円
備品

(有形固定資産｢その他｣に含む)
取得価額相当額      13,358千円
減価償却累計額相当額 3,637千円
中間期末残高相当額    9,720千円

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１. リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

備品

(有形固定資産｢その他｣に含む)
取得価額相当額        6,600千円
減価償却累計額相当額 2,640千円
期末残高相当額        3,960千円

  なお、取得価額相当額の算定は、
有形固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、「支払利子込

み法」によっております。

  なお、取得価額相当額の算定は、
有形固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、「支払利子込

み法」によっております。

  なお、取得価額相当額の算定は、
有形固定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み法」に

よっております。

２.未経過リース料中間期末残高相
当額

1年内               1,320千円
1年超               3,300千円
合計               4,620千円

２.未経過リース料中間期末残高相
当額

1年内                3,880千円
1年超               11,378千円
合計               15,258千円

２.未経過リース料期末残高相当額

1年内               1,320千円
1年超               2,640千円
合計               3,960千円

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額の算定は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末の割合が低い

ため、「支払利子込み法」によって

おります。

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額の算定は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末の割合が低い

ため、「支払利子込み法」によって

おります。

なお、未経過リース料期末残高

相当額の算定は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リース

料期末残高の割合が低いため、「支

払利子込み法」によっております。

３.支払リース料及び減価償却費相
当額
支払リース料　　　  660千円
減価償却費相当額  　660千円

３.支払リース料及び減価償却費相
当額
支払リース料　　　 1,839千円
減価償却費相当額  1,839千円

３.支払リース料及び減価償却費相
当額
支払リース料 　　　 1,320千円
減価償却費相当額    1,320千円

４.減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４.減価償却費相当額の算定方法
同左

４.減価償却費相当額の算定方法
同左

  

（有価証券関係）

前中間会計期間末(平成15年９月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

当中間会計期間末(平成16年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

前事業年度末(平成16年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(１株当たり情報)

前中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

前事業年度
(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

１株当たり純資産額     811円59銭 １株当たり純資産額     812円40銭 １株当たり純資産額     820円77銭

１株当たり中間純損失     9円23銭 １株当たり中間純利益     7円02銭 １株当たり当期純利益     2円35銭

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、１株当たり中間純

損失が計上されており、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

1株当たり中間純損失の算定上の
基礎

1株当たり中間純利益の算定上の
基礎

1株当たり当期純利益の算定上の
基礎

中間損益計算書

上の中間純損失 72,057千円
中間損益計算書

上の中間純利益 54,735千円
損益計算書上の

当期純利益 18,364千円
普通株式に係る

中間純損失 72,057千円
普通株式に係る

中間純利益 54,735千円
普通株式に係る

当期純利益 18,364千円
  普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳

該当事項はありません。

  普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳

該当事項はありません。

  普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳

       該当事項はありません。
普通株式の期中

平均株式数 7,799,600株
普通株式の期中

平均株式数 7,799,338株
普通株式の期中

平均株式数 7,799,600株
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(重要な後発事象)

前中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

前事業年度
(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

当社は平成15年10月27日の取締
役会決議において、当社の子会社で

あるTECHNO QUARTZ SINGA               

PORE PTE LTD.を清算することに
決定いたしました。

1.清算に至った経緯
TECHNO QUARTZ SINGAPOR

E PTE LTD.は当社製品の販売を主
な業としておりますが、昨今の半導

体市況の低迷並びに製品価格競争の

激化により、当初計画した売上計画

が達成できず、事業の好転が見込め

ないことから清算することにいたし

ました。

2.清算に伴う損失見込額
当該清算決議に伴い、同社株式

の評価損（20,628千円）を計上し
ており、これ以上の当社負担額は発

生しない見込であります。

3.清算日程
平成16年6月に清算結了を予定し
ております。

4.TECHNO QUARTZ SINGAPO
RE PTE LTD.の概要
①設立年月日  平成12年12月
②代表者           森  憲司
③資本金      SIN$300,000

20,628千円
④当社出資比率       100%

――――――――― ―――――――――
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７．品目別売上高明細表

(千円未満切捨表示)

15年9月期(28期)

平成15年4月１日から

平成15年9月30日まで

16年9月期(29期)

平成16年4月１日から

平成16年9月30日まで

16年3月期(28期)

平成15年4月１日から

平成16年3月31日まで
品         目

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1,779,036 96.5 1,947,905 96.4 3,702,974 96.2
半導体製造装置用製品

(362,549) (19.7) (475,524) (23.5) （836,456） (21.7）

理化学機器用製品 50,299 2.7 52,270 2.6 104,195 2.7

14,482 0.8 19,595 1.0 41,270 1.1
電化製品その他

(1,555) (0.0) (―) (―) (―) (―)

製
   
品

小計 1,843,818 100.0 2,019,771 100.0 3,848,439 100.0

1,843,818 100.0 2,019,771 100.0 3,848,439 100.0合計
(364,104) (19.7) (475,524) (23.5) （836,456） (21.7）

 (注) 1.金額は販売価格によっております。

　　 2.金額は消費税等を含んでおりません。

3.(　)内の数字（内書）は、輸出金額及び輸出割合であります。

８．主要製品・商品の期中受注高及び受注残高

(千円未満切捨表示)

15年9月期(28期)

平成15年4月１日から

平成15年9月30日まで

16年9月期(29期)

平成16年4月１日から

平成16年9月30日まで

16年3月期(28期)

平成15年4月１日から

平成16年3月31日まで
受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

品       目

金額 金額 構成比 金額 金額 構成比 金額 金額 構成比

千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 千円 ％

半導体製造装置用製品 1,744,101 649,621 98.6 1,798,135 633,264 97.6 3,801,451 783,034 97.7
(355,414) (206,877) (31.4) (403,140) (186,864) (28.8) (881,692) (259,248) (32.4)

理化学機器用製品 48,696 2,850 0.4 48,045 4,850 0.8 108,815 9,074 1.1

16,520 6,289 1.0 20,897 10,527 1.6 46,243 9,224 1.2
電化製品その他

(2,894) (1,339) (0.2) (―) (―) (―) (―) (―) (―)

製
   
品

小計 1,809,318 658,761 100.0 1,867,079 648,641 100.0 3,956,511 801,333 100.0

1,809,318 658,761 100.0 1,867,079 648,641 100.0 3,956,511 801,333 100.0
合計

(358,309) (208,216) (31.6) (403,140) (186,864) (28.8) (881,692) (259,248) (32.4)

(注) 1.金額は販売価格によっております。

2.金額は消費税等を含んでおりません。

3.(　)内の数字（内書）は、輸出金額及び輸出割合であります。


	\(注\)TECHNO QUARTZ SINGAPORE PTE LTD.は、清算手続き中であるため、
	経営の基本方針
	投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等
	目標とする経営指標
	中長期経営計画
	会社が対処すべき課題
	コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況
	関連当事者（親会社等）との関係に関する基本方針
	\(２\)財政状態
	①【中間連結貸借対照表】
	② 【中間連結損益計算書】
	③ 【中間連結剰余金計算書】
	④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

	表示方法の変更
	追加情報
	注記事項
	\(中間連結貸借対照表関係\)
	\(中間連結損益計算書関係\)
	\(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係\)
	\(リース取引関係\)
	\(デリバティブ取引関係\)
	前中間連結会計期間末\(平成15年９月30日）
	当中間連結会計期間末\(平成16年９月30日）

	前連結会計年度末\(平成16年3月31日\)
	\(重要な後発事象\)


	６.個別財務諸表等
	
	①【中間貸借対照表】
	② 【中間損益計算書】

	中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
	表示方法の変更
	追加情報
	注記事項
	\(中間貸借対照表関係\)
	\(中間損益計算書関係\)
	\(リース取引関係\)
	前中間会計期間末\(平成15年９月30日）
	当中間会計期間末\(平成16年９月30日\)
	前事業年度末\(平成16年３月31日\)

	\(重要な後発事象\)





